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北関東地方の連携に向けた共通基盤としての北関東州
地域政策動向２
　本稿は、平成21年３月18日、宇都宮市教育
センターにおいて行われた「北関東における
地域間連携と宇都宮都市圏」と題するシンポ
ジウム１で、筆者が発表した内容をもとに執
筆したものである。このシンポジウムは、宇
都宮市総合政策部政策審議室の依頼を受け、
法政策研究所がパネリストとして筆者を派遣
したものであり、宇都宮市（うつのみや市政
研究センター）が主催し、行政関係者、大学
関係者、一般市民約70名が参加している。パ
ネルディスカッションは、高崎経済大学の戸
所隆教授、常陽産業研究所の久保田時治フェ
ローならびに白鷗大学の筆者がパネリストを
務め、宇都宮共和大学の古池弘隆教授がコー
ディネーターを務めている。なお、当日の発
表内容をなるべく再現することを優先したた
め、本稿の記述は当時の政治社会状況に基づ
いており、また本文中には多少の蛇足もある
が、ご容赦いただきたい。
目次
はじめに：自己紹介とテーマとの関連
　─地域の共通基盤の必要性
１．これまでの北関東地方の歴史と課題
　─地域認識の欠如、行政基盤の分断
2．今後の北関東地方のあり方・方向性
　─共通基盤として道州制の導入
３．宇都宮都市圏のあり方・方向性
　─近隣・広域の水平補完、経済・文化の　
　　多機能拠点
むすびに：ディスカッションの論点
　―広域ネットワークとの視点の相違
はじめに
　ディスカッションでは、各パネリストの立
場や背景、テーマとの関連や問題意識をあら
かじめ示しておくことが重要である。筆者は
行政学という立場から、道州制などの自治制
度改革に関心をもっており、北関東の連携と
いうテーマとの関係では、連携を進めるにあ
児　玉　博　昭　
白鷗大学法学部准教授
　　　　　　　　　　　　　　　
１　本研究テーマに関しては、うつのみや市政研究センターが 2 か年にわたり調査研究を行っている。『北関東地方における
地域間連携と宇都宮都市圏の地位に関する研究書』（うつのみや市政研究センター）2009 年 1 月をあわせて参照されたい。
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たっては地域の共通基盤（プラットフォー
ム）が必要であると考えている。
（１）道州制など自治制度改革に関心
　筆者の専門は政策学、行政学で、特に地域
政策、自治体行政には関心がある。実際、筆
者は、栃木市の参与として、総合計画や行政
評価などの自治行政に従事した経験ももって
いる2。また最近では、栃木県政策研究セミ
ナーのアドバイザーとして、栃木県と宇都宮
市・足利市の職員とともに、道州制や地方分
権改革など自治制度改革をテーマとする研究
を行っている３。本稿では、その研究成果の
一部も紹介していくことにする。
　近年、地方分権改革に併せて、道州制をめ
ぐる議論がこれまでにない盛り上がりを見せ
ている。政府においては、平成18年2月、内
閣総理大臣の諮問機関である「第28次地方制
度調査会」が「道州制のあり方に関する答
申」（以下、調査会答申という）を提出した
4。平成19年１月には、道州制担当大臣の下
に「道州制ビジョン懇談会」が設置され、平
成20年３月に「中間報告」（以下、懇談会中
間報告という）を発表している5。他方、与
党内（当時）でも、自由民主党の「道州制推
進本部」が数次にわたり中間報告をとりまと
め、平成20年７月には「道州制に関する第３
次中間報告」（以下、自民党第３次中間報告
という）を発表している6。その他、栃木県
においても、平成21年１月に道州制担当の鳩
山邦夫総務大臣（当時）が来県し、道州制を
テーマとする国民対話が開催されたところで
ある７。
　道州制は国家統治形態を抜本的に改革する
ものであり、都道府県のみならず市町村にも
直接的に影響してくる問題である。道州制の
導入に伴い基礎自治体の姿は大きく変わるこ
とになる。特にわが栃木県はどうなるのか、
地域住民や自治体職員の関心も低くはあるま
い。
（２）北関東の連携というテーマとの関連
　「北関東」「連携」といった本シンポジウム
のテーマとの関係でいえば、筆者は、以前「北
関東プラットフォーム研究会」という研究会
を運営したことがある。もっとも、この研究
会は、産官学民の連携による地域の活性化を
テーマとしており、「北関東の連携」という
ことではなく「北関東の活性化」ということ
であった。しかし、この研究会を核として、
翌年には関東職業能力開発大学校・小山工業
高等専門学校と白鷗大学の間で「おやま大学
ネットワーク」を設立し、これらの高等教育
機関と小山市・小山商工会議所の間で「おや
ま産学官ネットワーク」を設立した。また、
こうした小山市での取組みと平行して、栃木
市でも「ネットワークとちぎ」との間で「と
ちぎ自由大学」を設立した。翌々年には、小
山市では、企業・行政と大学が連携したまち
づくり事業として、中心市街地の空き店舗を
　　　　　　　　　　　　　　　
2　栃木市の都市経営計画と行政評価システムの取組みに関しては、拙稿「自治体における施策評価の実践と課題」『白鴎大
学法政策研究所年報』第2号（2008年3月）39 〜 73頁。
３　本研究成果の詳細に関しては、『自治制度改革の行方ととちぎの未来を考える』（栃木県政策研究セミナー報告書）2010年
2月を参照されたい。
4　第28次地方制度調査会「道州制のあり方に関する答申」（2006年2月28日）。答申内容および検討経緯に関しては、総務省
のホームページを参照のこと。http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/dousyusei/
5　道州制ビジョン懇談会「中間報告」（2008年３月24日）。報告書および検討経緯に関しては、内閣官房のホームページを参
照のこと。http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/doushuu/index.html
6　自由民主党道州制推進本部「道州制に関する第3次中間報告」（2008年７月29日）。報告書に関しては、自由民主党のホー
ムページを参照のこと。http://www.jimin.jp/jimin/seisaku/2008/seisaku-021.html
７　麻生内閣の国民対話（テーマ・道州制について）（2009年１月31日、宇都宮市役所）。会議内容に関しては、内閣府のホー
ムページを参照のこと。http://www8.cao.go.jp/taiwa/report20090131.html
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活用した「思川カフェ」を運営した。また、
栃木市では、市民団体と大学が連携したまち
づくり学習として、生涯学習のまちづくりと
して「まちづくり実践学部」を、政策学ゼミ
ナールの学生らとともに展開した8。この取
組みは、その後全国各地に広がった産官学民
の連携に関して、明治大学のアーバンプラッ
トフォームや江戸川大学の常磐線プラット
フォームなどと並び先駆的な事例の一つとし
て紹介されている9。
（３）地域のプラットフォームという視点
　この研究会が基本コンセプトとした「プ
ラットフォーム」とはいったい何かという
と、パソコンで言えば基本ソフトにあたる。
パソコンには文書作成や表計算などの円滑な
情報処理を支えるための基本ソフトが存在す
る。同様に、地域社会には企業や行政、大学、
ＮＰOなど多様な主体の活発な地域活動を支
えるには共通基盤（プラットフォーム）が不
可欠であるというのが基本的な考え方となっ
ている。連携を表す概念としては、多数者間
の水平的な連結を指す「ネットワーク」や二
者間の双方向的な協働を指す「パートナー
シップ」といった概念があるが、これらの概
念とは別に、地域社会を構成する複数者をよ
り構造的に理解しようとするものである。
　このことは企業・行政・大学・ＮＰOの関
係だけでなく、群馬県・栃木県・茨城県など
の間にも当てはまる。そして、北関東地方に
は実はこうした連携の基盤となるプラット
フォームが存在しないのではないか、それで
はどのようなプラットフォームを構築すれば
よいのか、その中で宇都宮市はどのような機
能を果たさなければならないのか、というの
が本稿の問題意識である。
１．これまでの北関東地方の歴史と
　　課題
　北関東における地域間連携のあり方を探る
ために、まずはこれまでの北関東地方の歴史
をふり返り、地域間連携に向けた課題を明ら
かにしたい。結論を先取りすれば、北関東地
方とは、地域を主体的にとらえた呼称ではな
く、都市と地方の間に位置づけられる特徴の
乏しい地域といえる。また、明治以来続く都
道府県制によって行政運営も長らく分断され
ており、共通基盤を欠いた状態にある。
（１）首都を基準とした周辺性
　そもそも「北関東」とはどういう呼称なの
だろうか。「関東」とは、もともと中国では、
漢や唐の時代は長安を守る函谷関より東の地
域を指し、元や明の時代になると北京を守る
山海関より東の地域を指していたようであ
る。日本では、奈良時代や平安時代には畿内
を守るいわゆる三関（鈴鹿関・不破関・愛発
関）以東を指していたが、鎌倉時代や室町時
代には鎌倉幕府や鎌倉公方の支配地を指すよ
うになり、江戸時代には江戸を守る箱根関・
小仏関・碓氷関より東にある板東8か国（上
野・下野・武蔵・相模・安房・上総・下総・
常陸）を「関八州」と呼ぶようになった。現
在は１都6県を「関東地方」、山梨県を含め
て「首都圏」と呼んでいる。利根川以北の茨
城・栃木・群馬の３県を「北関東」とするこ
とが多いが、例えば衆議院比例代表制選挙
区の北関東ブロックのように埼玉県を含め4
県とする場合もある。いずれにせよ、北関東
というのは、首都を基準とした地域呼称であ
り、地域自体の中心性や一体性が欠けた定義
である。そのため、北関東を語るうえでは首
　　　　　　　　　　　　　　　
8　北関東プラットフォーム研究会の取組みに関しては、拙稿「地域の活性化と学の活用」『白鷗大学法政策研究所年報』第
2号（2008年３月）75 〜 95頁。
9　全国の産官学民の連携による地域活性化に関しては、山岸秀雄・岡田華織編『産官学民NPOプラットフォーム』第一書
林（2007年）を参照のこと。
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都を抜きにして考えることがなかなか難し
い。実際、鉄道や道路などの交通網は都心か
ら扇状に延びており、首都を要とした地域構
造になっている。扇の要や骨を抜いた張り紙
だけでは扇の体をなさないのである。
（２）都市と地方の中間性と二面性
　そこで、中心都市と周辺地域という視点か
ら再び北関東という地域を理解してみると、
北関東には都市と地方の「中間性」と「二面
性」という特徴が浮かび上がってくる。
　北関東の特徴の一つは、都市と田園の「間
にある都市」であるということである。この
「間にある都市（Zwischenstadt）」とは、ド
イツの都市計画家、トマス・ジーバーツ氏が
提示した概念である10。彼は都市と地方とい
う二分法の中で積極的に定義されることのな
かった、いわば都市計画の空白地帯に着目し
たのである。
　北関東のもう一つの特徴は、都会と田舎の
二面性をもつ「とかいなか」であるというこ
とである。「とかいなか」とは、マーケティ
ングコンサルタントの西川りゅうじん氏によ
る造語であり、都会の便利さと田舎の魅力を
あわせもつ地方都市をいうらしいが、筆者と
しては、同時に都会の殺風景と田舎の不便さ
が同居していることも付け加えておきたい。
北関東は、郷愁を誘う田舎と違って、どこで
も見かけるよくある街並みである。一方、鉄
道網が張り巡らされた都会とは異なり、どこ
かに遠出する際には車が欠かせない。
　このように、北関東は完全に都市とも完全
に地方ともいえないため、従来の典型的な都
市開発や地方開発の発想や手法は北関東には
当てはまらない。魅力ある北関東地方を創造
するには、都市開発でも地方開発でもない、
全く新しい視点に立った第三の地域開発が必
要である。
（３）地域のプラットフォームの不存在
　それでは、先に述べた地域のプラット
フォームという視点に立って北関東の地域開
発の問題点を考えてみよう。インフラ整備や
産業振興などの地域開発は、都道府県単位で
実施されている。例えば都市計画をみると、
平野部が広く無秩序な開発を招きかねない栃
木県では一般に開発規制が厳しいのに対し
て、平野部が少なく開発の余地が乏しい群馬
県では一般に開発規制が緩いと言われる11。
このように県ごとに規制の方針の違いは県境
に位置する両毛地域でしばしば問題となる。
しかし、政策決定は自治体ごとに行うのが原
則であり、国の主導で強制的に政策を統制（垂
直補完）すれば時流に逆行しかねないし、都
道府県間の協力で自発的に政策を調整（水平
補完）するにしても限界がある。北関東とい
う広域的な枠組みで政策を自立的に決定でき
る広域自治体が存在していない。北関東はい
わば互換性がない別個のOＳによって機能し
ている状態にあるのである。
２．今後の北関東地方のあり方・
　　方向性
　北関東地方において連携を進めていくため
には、何よりもまず北関東としての共通基盤
を構築することが不可欠であるが、そこで注
目されるのが道州制である。道州制は都道府
県の広域化によって広域的な行政課題に対応
するばかりではなく、国からの権限委譲を通
　　　　　　　　　　　　　　　
10　「間にある都市」の概念に関しては、トマス・ジーバーツ『都市田園計画の展望』学芸出版社（2006年）。
11　「社会生活統計指標─都道府県の指標」によると、栃木県の場合、総面積約64.1万haのうち可住地面積が約29.5万ha、市
街化調整区域面積が約14.9万haであるのに対して、群馬県の場合、総面積約63.6万haのうち可住地面積が約22.9万ha、
市街化調整区域面積が約6.9万haとなっており、ほぼ同じ総面積に対して可住地の割合が低く、市街化を抑制する区域の
割合も低い。
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じて自治体による主体的な地域経営を可能に
する。もっとも、実際の導入や具体的な制度
設計は不透明であり、北関東州の区域設定が
今後の連携のあり方を左右することになる。
（１）生活圏の広域化に伴う広域行政の必要性
　道州制が注目される背景の一つとして、住
民の生活圏が広域化していることなどがあげ
られる。例えば両毛地域では、足利市に住む
就業者や就学者の約2割が群馬県太田市など
の県外に通勤・通学している12。しかし、都
市計画や医療圏などは依然として県ごとに設
定されている。もちろん、同地域でも、すで
に両毛地区市長会、両毛広域都市圏整備推進
協議会、災害相互応援協定など、県境を越え
た広域連携には着手している。だが、実際に
は研究会の設置や交流イベントの開催、施設
の相互利用、災害時の協力など調査研究や部
分的な協力程度にとどまっている13。
　こうした現状をふまえると、やはり基礎自
治体間の自発的な合意形成には限界があり、
広域自治体の主導的な関与が必要といわざる
をえない。道州制の導入は広域行政を本格的
に展開する大きな契機となり、都市基盤の整
備や医療体制の構築など課題解決に直結した
取り組みを期待することができる。
（２）道州制の意義
　しかし、道州制といっても、必ずしも定義
が明確ではない。道州制をめぐっては、しば
しば議論が錯綜しており、「道州異夢」など
といわれることもある。道州制には、道州の
自立度に応じて、連邦制から都道府県合併ま
で多様な形態が考えられる。連邦制に近い道
州制は、国家の統治形態の改革をめざすもの
であり、場合によっては憲法改正も必要とな
る。それに対し、都道府県合併に近い道州制
であれば、地方自治制度の改革あるいは単な
る行政機構の改革にとどまることになる。
　道州制をめぐる議論の変遷については、北
九州市立大学の南博准教授が詳細に整理して
いるが14、道州制の議論は戦前にもあり、古
くは昭和初期に田中義一内閣で「州庁設置
案」（1927年）が検討されている15。これは府
県を完全に自治体化する代わりに、国の出先
機関として州を設置するというもので、当時
の議論は中央集権的な発想に立ったものとい
える。
　これに対して、平成以降では、第28次地方
制度調査会の答申（2006年2月）、道州制ビ
ジョン懇談会の中間報告（2008年３月）、自
民党道州制推進本部の第3次中間報告（2008
年７月）などが代表的であるが、これらはい
ずれも都道府県に代わる広域自治体として州
を設置しようとするものであり、近時の議論
は地方分権的な発想に立っている。
　近年の道州制をめぐる議論は、道州に自治
体という性格を与え、道州制の導入を地方分
権の手段と位置づけるという点ではおおむね
認識が共通している。換言すれば、道州を国
の出先機関とは解さず、道州制の導入には国
を本来の役割に特化させようとするねらいが
ある。また、筑波大学の岩崎美紀子教授は、「広
域自治体は、国家よりも近い政府としてとら
えられるように設計することが道州制導入の
基本である。国家権力（遠隔の権力）を引き
　　　　　　　　　　　　　　　
12　「平成17年国勢調査」によると、足利市に常住する就業者・通学者87,715人のうち18,941人が県外で従業・通学し、大半
が群馬県（16,360人）で、太田市（8,230人）が最も多い。
13　両毛地区市長会は2008年4月に「両毛広域医療連携調査研究会」を設置した。両毛広域都市圏整備推進協議会は1995年4
月より公共施設の相互利用を実施し、毎年度「両毛交流ウォーキング大会」を開催している。その他、両毛6市では2006
年７月に「大規模災害時における相互応援に関する協定書」、「水道災害相互応援に関する協定書」を締結している。
14　南博「道州制を巡る議論の変遷と今後の論点」『関門地域共同研究』第17号、３−61頁。
15　州庁設置案に関しては、地方自治制度研究会編『道州制ハンドブック』（ぎょうせい、2006年）110−112頁を参照のこと。
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寄せるのであり、統治権力との距離を縮める
のである。」と述べている16。道州制を単な
る都道府県の広域化と捉えて、市町村合併と
同様に解してしまうと、政府を身近に引き寄
せるどころか、むしろ政府を住民から遠ざけ
てしまいかねない。
（３）道州制下の自治体
　道州制は、単に都道府県を広域化するので
はなく、国家の統治形態を改革するものであ
り、また、中央集権体制から脱却し、地方自
治体に権限を移譲するためのものである。そ
れでは、道州制の下で、国、広域自治体、基
礎自治体の仕事はどのように変化するのか。
　この点について、例えば自民党第３次中間
報告では、「現在の都道府県の仕事は、原則
として基礎自治体に移管し、国の仕事は国が
本来果たすべき役割に属するものを除き、で
きる限り道州に移管する」としている17。こ
こで重要なのは、下の図が示すように、道州
制の導入によって今後、広域自治体は現在の
国の事務を担い、また、基礎自治体は現在の
都道府県の事務を担うようになるということ
である。例えば懇談会中間報告をみると、道
州の事務として科学技術や学術文化の振興、
教育や福祉医療の基準策定があげられてお
り、基礎自治体の事務には小中学校に加えて
高等学校の運営までが含まれている18。自治
体職員には道州制の下での広域自治体を都道
府県の延長線上に、基礎自治体を市町村の延
長線上に理解している者も少なくない。しか
し実際には、道州制の導入に伴う大幅な権限
移譲により、基礎自治体は現在の市町村の事
務に加えて都道府県の事務を所管するように
なる。市町村の職員には政策能力の向上が
いっそう要求されるはずである。ところが、
特に市町村の職員には、道州制の導入によっ
て自分達は現在の都道府県の仕事をするよう
になるのだといった認識がまだまだ乏しい。
道州制を都道府県の問題と捉えて、あたかも
対岸の火事であるかのように構えている。繰
り返すようだが、道州制は国家統治形態を抜
本的に改革するものであり、都道府県のみな
らず市町村にも直接的に影響してくる問題で
ある。自治体は国の動向を注視するばかりで
なく主体的に関与することが必要である。
（４）道州制推進の動向
　道州制を推進する政府の動きに関しては、
先述のとおり、宇都宮市で道州制に関する国
　　　　　　　　　　　　　　　
16　岩崎美紀子｢新時代の基礎自治体｣日本地方自治学会編『自治体二層制と地方自治』（敬文堂、2006年）38−39頁。
17　前掲注・自民党第3次中間報告（2008年）３頁。
18　前掲注・懇談会中間報告（2008年）16−17頁。
図　道州制による事務配分の変化
（注）指定都市市長会『道州制を見据えた新たな大都市制度の在り方についての提言』（2006 年 1 月）別紙１
の概念図を若干修正して作成。
− 99 −
北関東地方の連携に向けた共通基盤としての北関東州
民対話が開催されている19。筆者も貴重な機
会だと思って参加したが、道州制担当の鳩山
邦夫総務大臣の姿勢は、「私は道州制の専門
家ではないので、皆さんの意見を役所に持ち
帰る聞き役であるべきだ」といった受け身に
終始し、担当大臣としての意気込みは感じら
れなかった。「かんぽの宿」に比べて道州制
への関心は低いようで、いささか拍子抜けし
たというのが正直な感想である。懇談会中間
報告が指摘するように、道州制の導入には「政
治のリーダーシップ」が不可欠であるが20、
政局が混迷しているうえに担当大臣が及び腰
では、道州制の実現はほど遠いと言わざるを
えない。
　これに対して、道州制ビジョン懇談会の江
口克彦座長は、全国各地で道州制に関する講
演を精力的に展開している。その熱心な取り
組みには敬意を表したいが、考え方や進め方
に懸念がないわけではない。講演内容をみる
と、江口座長の論旨は、「中央集権体制＝官
僚制が諸悪の根源であり、地域主権型道州制
を断行すべき」というものである21。しかし、
国の官僚に全ての責任を転嫁する主張ははた
して正しいだろうか。また、道州制で世の中
が良くなるという論理には飛躍があるし、は
じめに道州制の導入ありきの姿勢にも疑問が
ある。進め方にも反対論を封じ込めようとす
る強引な印象すら受けてしまう。調査会答申
が言及するように、道州制の導入にあたって
は、幅広い「国民的な論議」が期待される
が22、合意形成を軽視した性急な導入は、か
えって社会の反発を招くにちがいない。
　その他、地方六団体の動きにも留意する必
要がある。第１次分権改革では、全国知事会
をはじめとする地方六団体が一丸となって地
方分権推進委員会を後押しし、霞ヶ関の抵抗
を排除するうえで大きな役割を果たした23。
しかし、今回の道州制では、地方六団体の足
並みはそろわない。兵庫県の井戸敏三知事な
ど一部の知事は道州制に疑問を投げかけてお
り24、全国知事会は決して一枚岩ではない。
また、全国町村会も道州制は強制合併につ
ながるとして2008年11月の全国町村長大会で
「道州制断固反対」の特別決議を採択するな
ど、反発を強めている。
（5）北関東州の区域
　道州制の推進には今後も紆余曲折が予想さ
れるが、道州制をめぐる議論の中でも最も関
心を集める問題の一つが、区域設定である。
道州制の区域に関しては、調査会答申や自民
党第３次中間報告などで複数の区割り案が示
されている。北海道や九州の場合と違い、北
関東の場合は区割り案によって組合せが大
きく異なるため、最も不透明な部分でもあ
る。茨城県、栃木県、群馬県はどの区割り案
でも共通するが、調査会答申の案では長野県
を含み25、自民党第３次中間報告の案では新
潟県または埼玉県を含む26。さらに、調査会
答申と自民党第３次中間報告の案は、いずれ
も全国を11程度に区分した大型州を想定して
いるのに対して、立命館大学の村上弘教授は
　　　　　　　　　　　　　　　
19　鳩山大臣の発言に関しては、前掲注・内閣府ホームページ掲載の議事録を参照のこと。
20　前掲注・懇談会中間報告（2008年）24頁。
21　江口克彦『国民を元気にする国のかたち―地域主権型道州制のすすめ』ＰHＰ研究所（2009年）などを参照のこと。
22　前掲注・調査会答申（2006年）17−18頁。
23　第１次分権改革の構図に関しては、西尾勝『地方分権改革』東京大学出版会（2007年）を参照のこと。
24　井戸敏三「道州制は地方分権への切り札か─漠然とした期待に疑問」『Voice』（ＰHＰ研究所）2008年8月号222頁以下。
25　前掲注・調査会答申（2006年）別紙１・19−21頁。区域例１（9道州制）の北関東信越は茨城県・栃木県・群馬県・新潟県・
長野県、区域例2（11道州制）と区域例３（13道州制）の北関東は茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・長野県で構成される。
26　前掲注・自民党第3次中間報告（2008年）別紙１・11−15頁。区割り案⑴⑵の北関東は茨城県・栃木県・群馬県・新潟県、
区割り案⑶は茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県、区割り案⑷は茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・新潟県で構成される。
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全国を22程度に区分する中型州を提案してお
り27、この村上案によると、北関東州は栃木
県、群馬県、埼玉県で構成されることになり、
茨城県は含まれない。過疎化や高齢化に悩む
地方部を含むのか、あるいは都市化や工業化
の進んだ都市部を含むのか。内陸部の県だけ
で構成されるのか、それとも日本海と太平洋
をつなぐ沿海部を擁するのか。区割りによっ
て地域の経営戦略は大きく異なってくる。そ
こで、筆者がアドバイザーを務める栃木県政
策研究セミナーでは、代表的な３つの区割り
案について、地域統計データベースを用い
て、各道州の総面積や人口構造、経済水準、
産業構造などを明らかにし、道州間の順位を
割り出してみることにした。分析結果の一部
を要約したものが次の表である。
　この表を見ると、いずれの区割り案でも、
面積は平均近くで、やや工業型の産業構造に
なることが示されている。大きな区割りの①
案よりも細かい区割りの③案のほうが、他州
と比べて相対的に、人口規模が大きくなり、
高齢化率は低く、県民所得は高く、商業等の
割合は高くなるといった特徴があらわれてく
る。統計的にみれば、栃木・群馬・埼玉の３
県による区割り案が相対的に安定した地域構
造といえる。歴史的にみても、栃木（下野）
と群馬（上野）は「両毛」と呼ばれるように
結びつきは強いが、茨城（常陸）は「常総」
という言葉もあるように、むしろ千葉（上総・
下総）と近しい関係にある。また、先に述べ
たとおり、埼玉は北関東という扇の要にあた
り、群馬・栃木・茨城だけでは骨を欠いた張
り紙にすぎない。そのように考えると、村上
案にも一定の合理性がある。
　ネットワークという視点に立つと、北関東
信越や大関東州といった超大型州も想定でき
るが、プラットフォームという筆者の立場か
らは、地域の一体性や民意の反映を確保でき
る適正な規模をもった中型州のほうが適当で
あると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　
27　村上弘「道州制は巨大州の夢を見るか？―22州案を含む道州制モデルの比較検討―」『立命館法学』2007年第5号、236頁
以下。
表　道州制区割り案の比較
区割り案 ①９道州制 ②11道州制 ③22州制
出典
第28次地方制度調査会の区割
り案（1）
自民党道州制推進本部の区割
り案（3）
村上弘（立命館大学教授）の
区割り案
構成
茨城、栃木、群馬、新潟、長野（5
県）
茨城、栃木、群馬、埼玉（４県）栃木、群馬、埼玉（3県）
総面積 4.5万㎢（４位/９） 2.3万㎢（７位/11） 1.7万㎢（９位/22）
総人口 1,162万人（６位/９） 1,408万人（４位/11） 1,111万人（４位/22）
高齢化率 22.0％（5位/９） 18.8％（９位/11） 18.5％（20位/22）
県民所得 1人288万円（４位/９） 1人294万円（４位/11） 1人296万円（７位/22）
産業構成 1次8％、２次31％、３次60％ 1次5％、２次29％、３次64％ 1次４％、２次29％、３次65％
（注）総務省統計局「社会・人口統計体系」のデータを用いて、栃木県政策研究セミナーの出井敬規氏（栃木県環境森林政策課）
が集計した結果をもとに作成
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３．宇都宮都市圏のあり方・方向性
　道州制が導入されれば、県庁所在地であり
中核市である宇都宮市の役割も当然変わるこ
とになる。宇都宮市が州都として北関東地方
の政治の中枢を担うことも十分ありうるが、
むしろ近隣の小規模団体を補完しつつ、経済
や文化の面で多様な機能を発揮する州内有数
の都市圏を形成するほうが、魅力ある北関東
地方を創造することにつながるのではなかろ
うか。
（１）北関東州の州都
　道州制の実現に向けた気運が高まる中で、
州都の誘致合戦も活発化している。州庁の所
在は都市の発展を左右する一因となる。例え
ば、栃木県と宇都宮県が合併した当時、宇都
宮町と栃木町はほぼ同じ規模であったが、現
在では、小都市に甘んじる栃木市に対して宇
都宮市は中核市へと発展した28。周辺との合
併や地理的な条件もあるので一概には言えな
いが、県庁移転が両市の格差を生んだきっか
けの一つであったことは否めない。
　北関東州の場合、群馬・栃木・茨城の３県
で構成されるならば、位置関係（中心性）か
らは宇都宮市が有利といえる。埼玉県を含め
るならば、都市規模（人口）でさいたま市が
有力となるだろう。しかし、北関東の4県も
昔に比べて人口格差が拡大しており29、北関
東州の州都がさいたま市になれば、州内の地
域格差はさらに拡大するおそれもある。
　こうした懸念がある中、州都に関しては、
例えば自民党第３次中間報告では、道州制の
州都について、①「従来からのブロックの中
枢都市におくこと」、②「その他の都市ある
いは中小都市におくこと」という2つの選択
肢を示している30。この考え方に従うと、必
ずしも県庁所在地が州都になるとはかぎらな
い。むしろ州都一極集中を回避するという観
点からは、既存の中枢都市（さいたま、高崎・
前橋、宇都宮、水戸）以外を州都とすること
が適当である。広域交通の結節点（栃木・小
山地区）31、あるいは県境の中心部（両毛地
区）32に位置する中小都市が州都の有力な選
択肢となってくる。
（２）周辺自治体への補完
　道州制が導入されると、広域自治体の垂直
補完機能が問題となる。実際、市町村合併や
権限移譲が進む中で、現時点でも県の垂直補
完がいびつになっている。例えば西方町で
は、保健行政は鹿沼、福祉行政は小山にある
県の出先機関がそれぞれ担当し、また、道路
行政は鹿沼、建築行政は栃木にある県の出先
機関がそれぞれ担当している33。道州制のも
とでは、数少ない小規模団体のためにわざわ
　　　　　　　　　　　　　　　
28　明治11年の栃木町の人口は約1.4万人、宇都宮町の人口は約1.8万人だったが、平成20年の栃木市の人口は約8.1万人、宇
都宮市の人口は約50.9万人となっている。
29　国勢調査の初回（大正9年）と直近（平成17年）で比較すると、栃木県と群馬県は105万人から202万人に、茨城県も135
万人から298万人へとほぼ2倍の増加にとどまるに対して、埼玉県は132万人から705万人へと5倍に増加している。
30　前掲注・自民党第３次中間報告（2008年）4頁。
31　栃木・小山地区は、３市6町を合わせると人口は約44万人となり、前橋市、宇都宮市、水戸市と比べても人口規模で引け
を取らない。加えて、東北新幹線をはじめ両毛線・水戸線・宇都宮線といった鉄道網、東北自動車道のほか国道4号線・
50号線といった道路網が整っており、北関東における交通の結節点となっている。
32　両毛地区は、中心の5市（足利市、佐野市、桐生市、太田市、館林市）に周辺の1市5町を合わせると、人口は約86万人となる。
また、足利商工会議所「両毛広域圏経済概況」（2006年）によると、両毛11市町の製造品出荷額は4兆5,800億円となって
おり、新潟県を上回る一大経済圏を形成している。
33　西方町では、粟野町（現鹿沼市）や足尾町（現日光市）が吸収合併されたあおりを受けて、県の出先機関の対応にばらつ
きがある。保健福祉分野では、食品衛生業務は、市への権限移譲がないため、従来どおり県西健康福祉センターが担当し
ているが、生活保護業務は、鹿沼市や日光市に権限を移譲し、西方町だけのために専任職員を配置するのは非効率という
ことで、県南健康福祉センターが担当することになった。同様に土木分野では、県道管理業務は、市への権限移譲がない
ため、従来どおり鹿沼土木事務所が担当しているが、建築確認業務は、鹿沼市に権限を移譲し、西方町だけのために専任
職員を配置するのは非効率ということで、栃木土木事務所が担当することになった。
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ざ出先機関を残すことも行いにくいため、広
域自治体の垂直補完機能がさらに弱体化する
おそれがある。
　広域自治体による垂直補完に期待できない
となると、基礎自治体間の水平補完に頼らざ
るをえない。道州制を担当した増田寛也前総
務大臣も「水平補完で可能な限り物事を解決
していくような仕組みがこれからは大事だ」
と述べている34。また、自民党第３次中間報
告では、道州制下の基礎自治体は「現在の
中核市程度の人口規模（人口30万以上）ある
いは少なくとも人口10万以上の規模が望まれ
る」とし、小規模団体については「基本的に
は近隣の基礎自治体が補完することが適当で
ある」としている35。
　そこで次に、小規模団体をどのように水平
補完していくかが問題となるが、これに関し
ては、立命館大学の加茂利男教授などの議論
をふまえると、2つの方向性が考えられる36。
１つの方向性は「合併・統合」指向の水平補
完である。総合行政体にふさわしい規模まで
拡大しようとするものである。市町村は人口
30万人程度（人口10万人以上）を目標に合併
することになる。ただし、この場合には地域
自治組織を充実するなど、基礎自治体内の分
権を推進することが必要となる。これに対し
て、もう１つの方向性は「自立・連合」指向
の水平補完である。多様な統治形態を容認し
つつ、自立の共通基盤を構築しようとするも
のである。小規模団体は住民近接の事務に限
定して存続することになる。ただし、この場
合にも近隣の基礎自治体に事務を委託するな
ど、自治体間の補完を強化することが必要と
なる。合併・統合と自立・連合のどちらの方
向性にも一長一短があり、いずれを指向する
にしても、長所を活かし短所を補うといった
配慮が不可欠である。
　宇都宮市が、今後さらに周辺町村を吸収合
併していくにせよ、あるいは周辺町村の事務
を共同で処理していくにせよ、宇都宮市に
は、中核的な基礎自治体として周辺の小規模
団体を補完しつつ、都市の便利さと田舎の魅
力をあわせもつ宇都宮都市圏を形成し、真の
「とかいなか」となることが期待されている。
（３）多機能な都市圏の形成
　懇談会中間報告では、道州制の目的に「繁
栄の拠点の多極化と日本全体の活性化」を掲
げているが37、この趣旨は国全体だけではな
く道州内についても当てはまる。州都に地域
資源が集中することを避けるためには、自治
体間の事務配分に関しては、広域自治体に権
限が集中する「強い道州制」より、州内の基
礎自治体に権限を移譲した「緩やかな道州
制」が望ましい。また、州都の位置に関して
も、中小都市に州都を設けて政治・行政の機
能のみを担わせ、他方、既存の中枢都市には
それぞれ経済・産業や生活・文化など多様な
機能を担わせるほうが、州内の均衡ある発展
に資する。
　道州制の導入というと、どうしても政治・
行政の変化にとらわれがちであるが、経済・
産業や生活・文化への影響にも目を向けなけ
ればならない。道州制の導入によって変わる
のは行政だけではない。都道府県を単位に事
業を展開する企業は多く、しかもこれらの企
業は地方自治体とも密接な関係をもつ。道州
制の導入はこうした地域密着型の事業にも少
　　　　　　　　　　　　　　　
34　増田寛也「国を強く、地域を活性化させる道州制を─道州制の意義と展望（特集・道州制─地方からのビジョン）」『ガバ
ナンス』（ぎょうせい）2009年１月号18−19頁。
35　前掲注・自民党第３次中間報告（2008年）8−9頁。
36　加茂利男「平成の地方自治改革─これまでとこれから」『日本型地方自治改革と道州制』自治体研究社（2007年）9頁以
下を参照。
37　前掲注・懇談会中間報告（2008年）8−9頁。
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なからず影響を与えることが予想される。ま
ず予想されるのは、地元財界、特に金融業に
与える影響である。竹中平蔵元金融担当大臣
は、新聞の取材に対して、道州制を見すえた
地方銀行の広域再編の必要性に言及してお
り38、実際、首都圏の地方銀行の中にはＡT
Ｍを相互開放するなど連携の動きも出てい
る39。次に予想されるのは、地元マスコミに
与える影響である。仮に地方の政治経済の中
心がさいたま市に移れば、住民は栃木や群馬
の話題にはさほど関心を示さなくなるだろ
う。そうなると、いくら北関東を代表する地
方紙であったとしても淘汰の憂き目にあうと
もかぎらない40。また、地元教育界に与える
影響も予想される。北関東の国立4大学はす
でに連携大学院を設置しているが、「北関東
大学」として統合することもにわかに現実味
を帯びてくる。もっとも、これらの大学は学
部構成が類似しているため、相乗効果を発揮
させるには事業再構築が求められよう41。
　このように、道州制をきっかけとして地方
銀行や地方新聞、地方大学の統合・再編が進
む可能性もあり、経済・産業や生活・文化な
どの多様な機能を担う都市圏には難しい都市
経営が要求されるかもしれないが、巧みな舵
取り次第では都市ブランドを高める絶好の契
機ともなる。
　こうした中で、宇都宮市に期待される役割
は、高崎市・前橋市や水戸市などと並び、北
関東州の多機能な都市圏の一角を担うことで
ある。そして、これらの都市圏の相乗効果に
より北関東州の魅力を引き出し、また、都市
圏間の相互牽制を通じて北関東地方の均衡あ
る発展を図ることである。それぞれの都市圏
は、独自の都市機能を発揮することで競合を
避け、不毛な都市間競争に振り回されること
なく、都市の共存と個性創出の道を追い求め
ることが肝要なのである。
むすびに
　以上のとおり、筆者は、広域連携には共通
基盤の存在が不可欠であるとの視点から、道
州制を前提として北関東における連携のあり
方を論じた。
　もちろん道州制という処方箋に全く問題が
ないわけではない。パネルディスカッション
の中で常陽産業研究所の久保田時治氏が指摘
されたとおり、道州制をめぐる現在の論議に
は「地域生活者・地域産業人の論理が欠如」
している面もあり42、今後道州制を前提に広
域連携を議論する場合には、行政の論理に偏
重しないよう十分な留意が必要である。
　広域連携のあり方は多様であり、必ずしも
道州制にこだわる必要はない。道州制を前提
としない広域連携も当然ながら成り立ちうる
わけで、高崎経済大学の戸所教授は、シンポ
ジウムの基調講演において、そうした観点か
ら「メガロポリス形成による北関東信越の連
携」を主張された。その論旨は「環太平洋経
済圏と環日本海経済圏を結ぶ一大経済圏を構
築し、北関東信越の協調・連携を軸に自立し
　　　　　　　　　　　　　　　
38　「地銀、将来像が欠如─道州制前提に広域再編必要」『日本経済新聞』2006年12月8日。
39　「地銀緩やかに連携─利便性向上でゆうちょ銀に対抗」『日本経済新聞』2008年8月16日。
40　下野新聞は明治11年創刊で発行部数は約32万部、上毛新聞は明治20年の創刊で発行部数は約31万部で、両紙とも県内では
全国紙を上回るシェアを誇る。
41　宇都宮大学、群馬大学、茨城大学、埼玉大学のいずれにも共通して教育学部と工学部があり、他に宇都宮大学には農学部
と国際学部、群馬大学には医学部と社会情報学部、茨城大学には理学部、農学部、人文学部、埼玉大学には理学部、経済
学部、教養学部があるが、理学部や農学部でも重複している。
42　久保田時治「魅力ある「北関東」を創造するための連携方策を考える」（シンポジウム「北関東における地域間連携と宇
都宮都市圏」資料、2009年３月18日）
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東京と対峙できる構造を」というものであ
る43。先に述べたとおり、筆者も、魅力ある
北関東地方を創造するには全く新しい視点に
立った地域開発が必要であると解するが、戸
所教授の提案は、その具体的な回答の一つで
あり、壮大なビジョンで魅力的な見解である
ことは率直に認めざるを得ない。そこでむす
びに、この見解との相違点について、筆者の
立場を若干付言しておきたい。
　第１点は、筆者の見解では、新潟県や長野
県は含まれないということだが、これはおそ
らく経済学的な視点か、政治学的な視点かと
いう背景とする学問の違いによるものだろ
う。物流の効率性といった経済的合理性で判
断するのではなく、民意を反映するといった
政治的正統性が不可欠である。いくらネット
ワークを拡大してもガバナンスが存在しなけ
れば、連携はいずれ正しく機能しなくなると
筆者は考えている。
　第2点は、筆者の提案では、逆に埼玉県を
含めるということだが、これは首都圏に対峙
するか、協調するかという戦略の違いからく
るものである。栃木県は今後も首都圏の一員
という立場を堅持するものと思われる。大阪
府民なら何かと東京都民に対抗意識を燃やす
かもしれないが、控え目といわれる栃木県の
県民性から考えて、栃木県民が東京都民に対
峙するとは考えにくい。東京都と正面から利
害を異にする国会等移転問題のときですら栃
木県の対応はまさしくそうであった。北関東
は東京と付かず離れずの関係を保つというの
が北関東人のしたたかさなのではなかろう
か。
　第３点は、筆者の立場では、大規模な連携
を描くよりも、小規模な連携から進めるとい
うことだが、これはビジョンを重視するか、
現実を直視するかといった実行アプローチの
違いによるものである。戸所教授の発想は、
いわば「はじめにビジョンありき」である。
確かに明確なビジョンなくして改革はできな
い。だが、現実を無視しては実現もおぼつか
ない。戸所教授自身が認めているように、北
関東地方と信越地方の間には文化の相違や交
通基盤の未整備など多くの課題があり、実現
には多くの障害が予想されるし、実現は遠い
将来ということになるかもしれない。しか
し、いま必要とされているのは、10年という
期間の中で、確実に成果を出していくことで
ある。いくら崇高な理想を掲げても、いっこ
うに実現しなければ意味がない。都道府県の
体制が明治以来、ほとんど変化していないこ
とを考えると、この行政機構、地域構造を改
革するには相当の労力を覚悟しなければなら
ない。実現を優先するならば、現実的な選択
肢を選択する必要がある。
　以上の点をふまえると、両者の見解は必ず
しも矛盾するわけではなく、むしろ相互に補
完する関係に立つと捉えるべきであろう。行
政体制としては新潟県や長野県を含まない小
規模な北関東州を構成する一方、経済活動で
は環太平洋経済圏と環日本海経済圏を結ぶ北
関東信越メガロポリスを構築することで、北
関東地方が首都圏に位置づけられつつも、東
京に対峙する経済力をもつことは十分可能で
あると考えられる。
付記
　有意義なシンポジウムに貴重な参加の機会
を与えていただいた、うつのみや市政研究セ
ンターの古池弘隆所長、梓澤昌徳係長をはじ
　　　　　　　　　　　　　　　
43　戸所隆「メガロポリス形成による北関東信越の連携」（同シンポジウム資料）。
44　国会等の移転に関しては、東京都が「首都移転」と呼んで強硬に反対したのに対し（首都移転に断固反対する会）、栃木
県はあくまで「首都機能移転」であるとして対峙を避けた（栃木県国会等移転促進県民会議、北東地域首都機能移転連携
事業実行委員会）。
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め、関係者の方々には、この場を借りて御礼
を申し上げたい。また、本稿は、栃木県政策
研究セミナーでの研究活動が基礎となってお
り、篠崎岳彦リーダーをはじめとする研究メ
ンバー、栃木県経営管理部人事課をはじめと
する関係者の方々にも、あらためて心から謝
意を表したい。
以上
